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三相誘導電動機判断基準小委員会では、三相誘導電動機の性能の向上に関す

る製造事業者又は輸入事業者（以下「製造事業者等」という。）の判断の基準等

（対象となる三相誘導電動機の範囲、区分、目標年度、目標基準値、測定方法

等）について審議を行い、以下のとおり取りまとめを行った。 

 

１．対象とする範囲【別添１、別紙１、参考２参照】 

今回対象とする三相誘導電動機は、日本工業規格 JIS C 4034-30「回転電気

機械－第 30 部：単一速度三相かご形誘導電動機の効率クラス（IE コード）」

で規定される三相誘導電動機の適用範囲を基に、次の①から⑦までの条件を

全て満たすもの［機械（例えば、ポンプ、ファン及びコンプレッサ）に組み

込まれ、機械から分離して試験ができないもの、インバータ駆動専用に作ら

れたもの（基底周波数が 50Hz±5％又は 60Hz±5％のものは対象に含む）につ

いては除外］とする。 

① 定格周波数又は基底周波数が、50Hz±5％のもの、60Hz±5％のもの又は

50Hz±5％及び 60Hz±5％共用のもの 

② 単一速度のもの 

③ 定格電圧が 1,000Ⅴ以下のもの 

④ 定格出力が 0.75 kW 以上 375 kW 以下のもの 

⑤ 極数が 2極、4極又は 6極のもの 

⑥ 使用の種類が以下の(ｱ)又は(ｲ)の条件に該当するもの 

(ｱ) 電動機が熱的な平衡に達する時間以上に一定負荷で連続して運転す  

る連続使用（記号：S1）のもの 

(ｲ) 電動機が熱的平衡に達する時間より短く、かつ、一定な負荷の運転期間

及び停止期間を一周期として、反復する使用（記号：S3）で、一周期の

運転期間が 80％以上の負荷時間率をもつもの 

⑦ 商用電源で駆動するもの 

ただし、JIS C 4003「電気絶縁―熱的耐久性評価及び呼び方」に規定された

耐熱クラス 180(H)、200(N)、220(R)及び 250 のもの、デルタスター始動方式

のもの、船舶及び海洋構造物（浮体式石油生産・貯蔵・積出設備、石油プラ

ットフォーム等）用に設計されたもの、液体中で使用される構造のもの、防

爆形のもの、同期速度と回転子の回転速度との差の比率が、出力0.75kW以上、

110kW 以下の場合は 5%以上、出力が 110kW を超え 375kW 以下の場合は 3%以上

のもの(ハイスリップモータ)、ダム及び堰のゲート用に設計されたもの(ゲー

トモータ）、固定子又は回転子を金属材料で覆ったもの(キャンドモータ)、極

低温環境下用のもの（周囲温度－２０℃未満で使用するために設計されたも
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の）、インバータ駆動専用に作られたもののうち他力通風形のものは、対象範

囲から除外する。 

 

２．製造事業者等の判断の基準となるべき事項等 

（１）目標年度【別添２参照】 

 目標年度は、２０１５年度（平成２７年度）とする。 

 

（２）目標設定のための区分と目標基準値【別添３～４参照】 

 製造事業者等が目標年度に国内向けに出荷する三相誘導電動機について、

（３）により測定したエネルギー消費効率［％］を、備考１から４について

留意した上で、下表の区分毎に事業者毎の出荷台数で加重平均した値が目標

基準値を下回らないようにすること。ただし、国内向けと海外向けの両方に

対応した電圧・周波数を有する電動機については、国内向けに対応した電

圧・周波数におけるエネルギー消費効率の値について適用する。 

 

表１ 三相誘導電動機の区分及び目標基準値 

区分 
定格周波数又は 

基底周波数 
定格出力 

目標基準値

［％］

１ 

６０Hz 

０．７５kW 以上０．９２５kW 未満 ８５．５

２ ０．９２５kW 以上１．８５kW 未満 ８６．５

３ １．８５kW 以上４．６kW 未満 ８９．５

４ ４．６kW 以上９．２５kW 未満 ９１．７

５ ９．２５kW 以上１３kW 未満 ９２．４

６ １３kW 以上１６．７５kW 未満 ９３．０

７ １６．７５kW 以上２６kW 未満 ９３．６

８ ２６kW 以上３３．５kW 未満 ９４．１

９ ３３．５kW 以上４１kW 未満 ９４．５

１０ ４１kW 以上５０kW 未満 ９５．０

１１ ５０kW 以上１００kW 未満 ９５．４

１２ １００kW 以上１３０kW 未満 ９５．８

１３ １３０kW 以上３７５kW 以下 ９６．２

１４ 

５０Hz 

０．７５kW ８２．５

１５ １．１kW ８４．１

１６ １．５kW ８５．３

１７ ２．２kW ８６．７
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１８ ３kW ８７．７

１９ ４kW ８８．６

２０ ５．５kW ８９．６

２１ ７．５kW ９０．４

２２ １１kW ９１．４

２３ １５kW ９２．１

２４ １８．５kW ９２．６

２５ ２２kW ９３．０

２６ ３０kW ９３．６

２７ ３７kW ９３．９

２８ ４５kW ９４．２

２９ ５５kW ９４．６

３０ ７５kW ９５．０

３１ ９０kW ９５．２

３２ １１０kW ９５．４

３３ １３２kW ９５．６

３４ １６０kW ９５．８

３５ ２００～３７５kW ９６．０

３６ その他 備考２

 
 

５０Hz 
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備考１．測定して得られたエネルギー消費効率の値に、表２及び表３に掲げる 
係数 a～fをそれぞれ乗じ、小数点２桁目を四捨五入した数値で評価を 

行うものとする。 

    なお、表２に掲げる定格出力以外の出力の場合（６０Ｈｚ）、その出力

の前後にある表２の定格出力間の中間点以上となるものについては、

高い定格出力の係数 a～cを用いることし、中間点未満となるものにつ

いては、低い定格出力の係数 a～cを用いることとする。 
 
表２ ６０Ｈｚにおける出力別係数    表３ ５０Ｈｚにおける出力別係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

２極 ４極 ６極

係数a 係数b 係数c

0.75 1.1104 1.0000 1.0364
1.1 1.0298 1.0000 0.9886
1.5 1.0117 1.0000 0.9774
2.2 1.0347 1.0000 1.0000
3.7 1.0113 1.0000 1.0000
5.5 1.0246 1.0000 1.0077
7.5 1.0166 1.0000 1.0077
11 1.0154 1.0000 1.0076
15 1.0220 1.0000 1.0142

18.5 1.0207 1.0000 1.0065
22 1.0207 1.0000 1.0065
30 1.0184 1.0000 1.0000
37 1.0161 1.0000 1.0043
45 1.0150 1.0000 1.0053
55 1.0192 1.0000 1.0095
75 1.0138 1.0000 1.0042
90 1.0042 1.0000 1.0042

110 1.0084 1.0000 1.0000
150 1.0084 1.0000 1.0042

185～375 1.0042 1.0000 1.0042

定格出力
［kW］

 ２極 ４極 ６極

係数d 係数e 係数f

0.75 1.0223 1.0000 1.0456
1.1 1.0169 1.0000 1.0383
1.5 1.0131 1.0000 1.0339
2.2 1.0093 1.0000 1.0285

3 1.0069 1.0000 1.0245
4 1.0057 1.0000 1.0207

5.5 1.0045 1.0000 1.0182
7.5 1.0033 1.0000 1.0146
11 1.0022 1.0000 1.0122
15 1.0022 1.0000 1.0099

18.5 1.0022 1.0000 1.0098
22 1.0032 1.0000 1.0087
30 1.0032 1.0000 1.0075
37 1.0021 1.0000 1.0064
45 1.0021 1.0000 1.0053
55 1.0032 1.0000 1.0053
75 1.0032 1.0000 1.0042
90 1.0021 1.0000 1.0032

110 1.0021 1.0000 1.0032
132 1.0021 1.0000 1.0021
160 1.0021 1.0000 1.0021

200～375 1.0021 1.0000 1.0021

定格出力
［kW］
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備考２． 表１に掲げる区分３６の目標基準値（η：％）は、次の式で算出され

た値とする。 

 

η＝ A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D 

         ここで、ＰＮ［kW］：定格出力 

         ＰＣ［kW］：１［kW］（ＰＮを無次元化するためのもの） 

Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤ：補間係数 

 

      

 

ただし、極数が２極及び６極のものについては、測定して得られた

エネルギー消費効率の値に、２極であれば係数 g を、６極であれば係

数 h を乗じて算出された値（小数点２桁目を四捨五入した数値）で評

価を行うものとする。 

 

                      

係数 g ＝  

 

          ここで、ＰＮ［kW］：定格出力 

         ＰＣ［kW］：１［kW］（ＰＮを無次元化するためのもの） 

Ａ’、Ｂ’、Ｃ’及びＤ’：補間係数 

 

 

 

 

係数 h ＝  

 

ここで、ＰＮ［kW］：定格出力 

         ＰＣ［kW］：１［kW］（ＰＮを無次元化するためのもの） 

Ａ”、Ｂ”、Ｃ”及びＤ”：補間係数 

 

A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D 

A’×(log10(PN/PC))
3＋B’×(log10(PN/PC))

2＋C’×log10(PN/PC)＋D’ 

A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D 

A”×(log10(PN/PC))
3＋B”×(log10(PN/PC))

2＋C”×log10(PN/PC)＋D” 

A B C D
0.0773 -1.8951 9.2984 83.7025

A' B' C' D'
0.3569 -3.3076 11.6108 82.2503

A" B" C" D"
0.1252 -2.6130 11.9963 80.4769
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備考３．３定格(６定格)を含み出荷する場合、200V/60Hz(400V/60Hz）について

は、測定して得られたエネルギー消費効率の値に、表４に掲げる係数

ｉ～ｋをそれぞれ乗じ、小数点２桁目を四捨五入した数値で評価を行

うものとする。 
なお、３定格と６定格の定義は以下のとおり。 

３定格：200V/50Hz、200V/60Hz、220V/60Hz、又は、 

    400V/50Hz、400V/60Hz、440V/60Hz 

６定格：200V/50Hz、200V/60Hz、220V/60Hz、400V/50Hz、400V/60Hz、

440V/60Hz 
 

表４ ３定格（６定格）における定格出力別係数 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

係数ｉ 係数ｊ 係数ｋ
0.75 1.1325 1.0130 1.0452
1.1 1.0485 1.0188 1.0023
1.5 1.0298 1.0188 0.9908
2.2 1.0468 1.0147 1.0170
3.7 1.0229 1.0147 1.0170
5.5 1.0362 1.0099 1.0246
7.5 1.0246 1.0099 1.0246
11 1.0244 1.0109 1.0221
15 1.0310 1.0142 1.0288

18.5 1.0286 1.0119 1.0207
22 1.0286 1.0119 1.0207
30 1.0262 1.0107 1.0107
37 1.0227 1.0107 1.0150
45 1.0215 1.0106 1.0128
55 1.0258 1.0032 1.0171
75 1.0192 1.0032 1.0117
90 1.0095 1.0032 1.0117

110 1.0138 1.0042 1.0074
150 1.0126 1.0042 1.0116

185～375 1.0084 1.0042 1.0116

４極 ６極２極定格出力
[kW]
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備考４．事業者毎の出荷台数において、備考３に掲げる３定格（６定格）を含 
み出荷する場合は、それぞれの定格毎の台数を求めるために、表５に 
掲げる台数比率を用いるものとする。算出にあたっては、小数点以下 
１桁目を四捨五入して整数値とし、端数の台数調整が生じる場合は、 
台数比率の最も高い定格での調整を行うこととする。 

 
表５ ３定格（６定格）における各電圧・周波数の台数比率 

定格電圧 220V
定格周波数 50Hz
台数比率 50% 30% 20%

200V
60Hz

 

定格電圧 440V
定格周波数 50Hz
台数比率 50% 30% 20%

400V
60Hz

 

定格電圧 220V 440V
定格周波数 50Hz 50Hz
台数比率 40% 25% 10% 10% 5% 10%

60Hz 60Hz
200V 400V
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（３）エネルギー消費効率の測定方法【別添５、別紙２参照】 

三相誘導電動機のエネルギー消費効率は、入力［Ｗ］に対する出力（入力か

ら全損失（※）を差し引いたもの）［Ｗ］の比（％）として、JIS C 4034-2-

1に規定する方法（不確かさ“低”の試験方法）により測定し、以下の式で算

定することとする。 

 

効率［％］＝（入力［Ｗ］－全損失［Ｗ］）／入力［Ｗ］×１００ 

 

※全損失は、固定損、負荷損 (負荷試験による負荷損の算定方法)及び漂遊

負荷損 (トルク測定を行う負荷試験による漂遊負荷損の算定方法)の和とし

て求める。 

 

（４）表示事項等 

  ① 表示事項 

以下のイ）～リ）の項目を表示事項とする。 

    イ）品名 

    ロ）定格出力（ｋＷ） 

ハ）極数 

ニ）定格電圧（Ｖ） 

ホ）定格周波数又は基底周波数（Ｈｚ） 

ヘ）使用の種類（S1 又は S3（負荷時間率 80％以上）） 

ト）エネルギー消費効率（％：定格電圧・周波数における定格効率） 

チ）効率クラス（ＩＥコード） 

リ）製造事業者等の氏名又は名称 

 

② 遵守事項 

  １）エネルギー消費効率［％］は、小数点以下１桁までの数値を表示する 

こと。 

  ２）①チの効率クラス（ＩＥコード）は、定格電圧・周波数毎に記載する

こと。ただし、各定格電圧・周波数での効率クラス（ＩＥコード）が全

て共通している場合にあっては、１種類の記載とすることもできる。 

  ３）①に掲げる表示事項の表示は、三相誘導電動機本体の見やすい箇所に

容易に消えない方法で記載して行うこと。また、性能に関する表示のあ

るカタログ又は機器の選定にあたり製造事業者等により提示される資料

の見やすい箇所にも容易に消えない方法で記載して行うこと。 
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３．省エネルギーに向けた提言等 

（１）政府の取組 

 政府は、エネルギー消費効率の優れた三相誘導電動機の普及を図る観点 

から、使用者（三相誘導電動機単体及び三相誘導電動機が組み込まれた機 

械を購入する者）及び製造・輸入事業者の取組を促進すべく、普及啓発等 

の必要な措置を講ずるよう努めること。 

 

（２）三相誘導電動機の製造・輸入事業者の取組 

① 三相誘導電動機の省エネルギー化のための技術開発を促進し、エネルギー

消費効率の優れた製品の開発・輸入に努めること。 

② エネルギー消費効率の優れた三相誘導電動機の普及を図る観点から、対象

機器のカタログや取扱説明書のほかにも、使用者の製品の選定にあたり、

製造事業者等が提示する資料の見やすい箇所にエネルギー消費効率を記

載したり、高効率品へ交換することの効果や使用上の注意点等を示したり

することで、購入者が省エネ性能の優れた三相誘導電動機を選択できるよ

う適切な情報の提供に努めること。 

 

（３）三相誘導電動機が組み込まれた機械の製造・輸入事業者の取組 

  ①エネルギー消費効率の優れた三相誘導電動機を組み込んだ機械の製造・輸

入に努めること。 

②エネルギー消費効率の優れた三相誘導電動機が組み込まれた機械の普及

を図る観点から、対象機械のカタログや取扱説明書のほかにも、使用者

の機械の選定にあたり製造事業者等が提示する資料の見やすい箇所に三

相誘導電動機のエネルギー消費効率についても記載するなど、購入者が

省エネ性能の優れた三相誘導電動機が組み込まれた機械を選択できるよ

う適切な情報の提供に努めること。 

 

（４）使用者の取組 

   「三相誘導電動機単体」又は「三相誘導電動機が組み込まれた機械」の購

入の際には、エネルギー消費効率の優れた三相誘導電動機又はそれが組み込

まれた機械の選択に努めるとともに、その使用にあたっては、適切且つ効率

的な使用により省エネルギーを図るよう努めること。 
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対象とする三相誘導電動機の範囲について 

 

１．基本的な考え方 

本判断の基準等が適用される範囲は、日本標準商品分類（平成 2 年 6 月改

定）の「標準三相誘導電動機（分類コード：301223）」及び「非標準三相誘導

電動機（70W 以上）（分類コード：301224）」のうち、日本工業規格 JIS C 4034-30

「回転電気機械－第 30 部：単一速度三相かご形誘導電動機の効率クラス（IE

コード）」で規定される三相誘導電動機（以下、モータ）の適用範囲を基に、

以下のとおりとする。 

次の条件を全て満たす三相かご形誘導電動機[※1] 

①定格周波数又は基底周波数(１)が、50Hz±5％のもの、60Hz±5％のもの 

又は 50Hz±5％及び 60Hz±5％共用のもの(２) 

②単一速度のもの(３) 

③定格電圧が 1,000Ⅴ以下のもの(４) 

④定格出力が 0.75 kW 以上 375 kW 以下のもの 

⑤極数が 2極、4極又は 6極のもの 

⑥使用の種類が以下の(ｱ)又は(ｲ)の条件に該当するもの 

（ｱ）電動機が熱的な平衡に達する時間以上に一定負荷で連続して運転す 

る連続使用（記号：S1）のもの 

(ｲ) 電動機が熱的平衡に達する時間より短く、かつ、一定な負荷の運転 

期間及び停止期間を一周期として、反復する使用（記号：S3）で、 

一周期の運転期間が 80％以上の負荷時間率をもつもの 

⑦商用電源で駆動するもの 

ただし、以下のものは除く。 

(A) 機械（例えば、ポンプ、ファン及びコンプレッサ）に組み込まれ、機械   

から分離して試験ができないもの。 

(B) インバータ駆動専用(５)に作られたもの[※2]。 

[※1] 特殊なフランジ、脚及び軸を用いたものであっても適用範囲に含む。 

   [※2] 基底周波数が 50Hz±5％又は 60Hz±5％のものについては適用範囲に

含む。 

                                            
(１) 基底周波数は、モータが定格トルクを連続で発生できる最高の定格周波数をいう。 
(２) 定格周波数又は基底周波数を複数有するものは、該当する定格周波数又は基底周波数を１つ以上有す

るものをいう。 
(３) 極数切換ができないもの。 
(４) 定格電圧を複数有するものは、該当する定格電圧を１つ以上有するものをいう。 
(５)インバータ駆動専用とは、商用電源等にて運転できないものをいう。 

別添 １ 
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２．対象範囲の適用除外について 

対象とする三相誘導電動機のうち、以下のものについては適用除外とする。 

なお、適用除外にあたっての考え方として、①特殊な用途に使用されるも

の、②技術的な測定方法、評価方法が確立していないもの、③市場での使用

割合が極度に小さいものについては、適用範囲から除外することとしている。 

 

(１) JIS C 4003「電気絶縁―熱的耐久性評価及び呼び方」に規定された耐熱

クラス 180(H)、200(N)、220(R)及び 250 のもの 

電気炉等の高温条件下で用いられるものであるが、①特殊な用途に使

用されるものであり、③市場の使用割合が極度に小さいことから、対象

外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：１，３０４台（出荷台数比率：０．０３％） 

出荷台数（２００９年度）：１，０２２台（出荷台数比率：０．０６％） 

 

参考：JIS C 4003 (2010)の抜粋 
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(２) デルタスター始動方式のもの(６) 

始動時に過大なトルクを必要とする織機に用いられるものであるが、

①特殊な用途に使用されるものであり、③市場の使用割合が極度に小さ

いことから、対象外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：２，５１８台（出荷台数比率：０．０６％） 

出荷台数（２００９年度）：１，９１０台（出荷台数比率：０．１１％） 

 

(３) 船舶及び海洋構造物（浮体式石油生産・貯蔵・積出設備、石油プラット

フォーム等）用に設計されたもの 

船舶で使用される、ポンプ、空調用ファン、荷揚げ用のクレーン等の

補機動力用や推進用モータ等に用いられるものであるが、振動、耐塩、

耐湿等に配慮した特殊な構造であり、③市場の使用割合が極度に小さい

ことから、対象外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：１７，０００台（出荷台数比率：０．３８％） 

出荷台数（２００９年度）：１３，５８４台（出荷台数比率：０．８１％） 

 

(４) 液体中で使用される構造のもの 

水中ポンプ、防災用ポンプ、下水処理場で使用される除塵機等に用い

られるものであるが、①特殊な用途に使用され、②技術的な測定方法、

評価方法が確立していないものであり、③市場の使用割合が極度に小さ

いことから、対象外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：４５，２６４台（出荷台数比率：１．０２％） 

出荷台数（２００９年度）：４４，３５５台（出荷台数比率：２．６４％） 

 

(５) 防爆形のもの 

石油精製プラント等の爆発性雰囲気中で使用されるモータに用いられ

るものであるが、①特殊な用途に使用されるものであり、③市場の使用

割合が極度に小さいことから、対象外とする。  

※出荷台数（２００８年度）：３３，８５５台（出荷台数比率：０．７６％） 

出荷台数（２００９年度）：２６，５５８台（出荷台数比率：１．５８％） 

 

 

 

                                            
(６) 織物を均質に織り上げるには、織機を瞬時に始動し所定の回転速度に立ち上げる必要があるため、始

動電流の抑制を目的としたスターデルタ始動方式とは逆のデルタ始動－スター運転接続とし、始動時の

トルクを定格時の 1000%以上出るよう設計されたモータが使用される。 



 13

(６) 同期速度と回転子の回転速度との差の比率が以下の条件に該当するも

の（ハイスリップモータ） 

(ｱ) 出力が０．７５ｋＷ以上、１１０ｋＷ以下の場合：５％以上 

(ｲ) 出力が１１０ｋＷを超え、３７５ｋＷ以下の場合：３％以上 

大きなトルクが必要である破砕機等に用いられるものであるが、①特

殊な用途に使用されるものであり、③市場の使用割合が極度に小さいこ

とから、対象外とする。  

※出荷台数（２００８年度）：５，８１８台（出荷台数比率：０．１３％） 

出荷台数（２００９年度）：３，０２０台（出荷台数比率：０．１８％） 

 

(７) ダム及び堰のゲート用に設計されたもの（ゲートモータ） 

ダムや堰のゲートの開閉駆動用モータ等に用いられるものであるが、

①特殊な用途に使用されるものであり、③市場の使用割合が極度に小さ

いことから、対象外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：１６０台（出荷台数比率：０．００４％） 

出荷台数（２００９年度）：１３７台（出荷台数比率：０．０１％） 

 

(８) 固定子又は回転子を金属材料で覆ったもの（キャンドモータ） 

高い気密性を必要とする真空ポンプ等に用いられるものであるが、①

特殊な用途に使用されるものであり、③市場の使用割合が極度に小さい

ことから、対象外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：２２台（出荷台数比率：０．０００５％） 

出荷台数（２００９年度）：２５台（出荷台数比率：０．００１％） 

 

(９) 極低温環境下用のもの 

周囲温度－２０℃未満の極低温環境下で使用するために設計されたも

のは、ベアリングのグリース、絶縁材料の性能劣化の問題が発生するた

め、スペースヒータ付のように特殊構造になる。 

これらは、①特殊な用途に使用され、②技術的な測定方法、評価方法

が確立していないことから、対象外とする。 

 

（１０）インバータ駆動専用に作られたもののうち、他力通風形のもの 

コンベアやリフト等、必要とするトルクが一定の定トルク特性の負荷

に対して用いられるもので、定格運転時と同じトルクを低速運転時にも

モータが出力すると、モータの冷却ファンからの風量が低下してモータ

の過熱を招くため、別電源で冷却ファンをまわして冷却するもの。 
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これらは、②技術的な測定方法、評価方法が確立していないものであ

り、③市場の使用割合が極度に小さいことから、対象外とする。 

※出荷台数（２００８年度）：２５，６１１台（出荷台数比率：０．５８％） 

 出荷台数（２００９年度）：２０，５２８台（出荷台数比率：１．２２％） 

 

上記（１）～（１０）を合計すると、出荷台数ベースで全体の３．０％程 

度（２００８年度）、６．６％程度（２００９年度）となる。 

 

※出荷台数は、一般社団法人日本電機工業会の自主統計実績から引用。 

 

なお、我が国における燃料資源の有効な利用の確保を目的とする法の趣旨

に鑑み、（海外に出荷する三相誘導電動機は対象外となるが）国内に出荷する

三相誘導電動機であっても、輸出向けの機械（例：ポンプ、ファン、コンプ

レッサ等）に組み込み、海外へ出荷するもの（三相誘導電動機に海外用の電

圧／周波数を銘板等で表示し、海外向けであることが発注書や海外の認定マ

ーク等で確認できるもの）については、対象外とする。 
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三相誘導電動機の目標年度等 

 

１．目標年度について 
目標年度は、三相誘導電動機の要素技術開発期間、製品開発期間及びその

後の普及状況等を考慮して基準年度２０１０年度から５年を経た時期として、

２０１５年度とすることが適当である。 
また、三相誘導電動機は、ＩＥＣ（International Electrotechnical 

Commission：国際電気標準会議）において統一的な効率クラス（ＩＥ１：標

準効率、ＩＥ２：高効率、ＩＥ３：プレミアム効率）が規定されており、そ

れをベースに各国で規制が導入され、世界のマーケットで取り引きされてい

る。今後、欧州において、２０１５年度に三相誘導電動機の規制がＩＥ３に

引き上げられることを受け、２０１５年度が、三相誘導電動機の高効率化の

動きが一気に加速する時期と想定される。その点からも、日本の製造事業者

が、国内市場のみならず、海外市場に対しても競争力を維持したまま、製品

の移行や設備投資を行っていくことができるよう、欧州の切り替え時期にも

合致した２０１５年度が適当である。 
 

２．目標年度における改善効果 

  目標年度におけるエネルギー消費効率［％］の改善率は、２０１０年度の 

出荷台数及び区分毎の構成に変化がないとの前提で、現在の目標基準値に対 

して約７．４％になることが見込まれる。 

 

＜試算の概要＞ 

（１）基準年度（２０１０年度）に出荷された三相誘導電動機の実績値から出

荷台数で加重平均した１台あたりのエネルギー消費効率［％］： 

約８１．１［％／台］ 

 

（２）目標年度（２０１５年度）に出荷されると見込まれる三相誘導電動機の 

目標基準値から出荷台数で加重平均した１台あたりのエネルギー消費効 

率［％］： 

約８７．１［％／台］ 

 

（３）エネルギー消費効率の改善率： 

    

                                          ×１００ ＝ 約７．４［％］ 

別添 ２ 

８７．１［％/台］－ ８１．１［％/台］

８１．１［％/台］ 
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三相誘導電動機の目標設定のための区分について 
 
 
１．基本的な考え方 

三相誘導電動機の区分については、「特定機器に係る性能向上に関する製造事

業者等の判断基準の策定・改定に関する基本的考え方について」（第１０回総合

資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 平成１９年６月１８日改定）の原

則（以下、「原則」という。）に基づき、区分することとする。 
 
 
 「特定機器に係る性能向上に関する製造事業者等の判断基準の策定・改定に

関する基本的考え方について」～抜粋～ 
原則２．特定機器はある指標に基づき区分を設定することになるが、その指標

（基本指標）は、エネルギー消費効率との関係の深い物理量、機能等

の指標とし、消費者が製品を選択する際に基準とするもの（消費者ニ

ーズの代表性を有するもの）等を勘案して定める。 
原則３．目標基準値は、同一のエネルギー消費効率を目指すことが可能かつ適

切な基本指標の区分ごとに、１つの数値又は関係式により定める。 
原則４．区分設定にあたり、付加的機能は、原則捨象する。ただし、ある付加

的機能の無い製品のエネルギー消費効率を目標基準として設定した場

合、その機能を有する製品が市場ニーズが高いと考えられるにもかか

わらず、目標基準値を満たせなくなることにより、市場から撤退する

蓋然性が高い場合には、別の区分（シート）とすることができる。 
原則５．高度な省エネ技術を用いているが故に、高額かつ高エネルギー消費効

率である機器については、区分を分けることも考え得るが、製造事業

者等が積極的にエネルギー消費効率の優れた製品の販売を行えるよ

う、可能な限り同一の区分として扱うことが望ましい。 
原則６．1つの区分の目標基準値の設定に当たり、特殊品は除外する。ただし、

技術開発等による効率改善分を検討する際に、除外された特殊品の技

術の利用可能性も含めて検討する。 
 
 
 

別添 ３ 
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２．具体的な区分方法 
三相誘導電動機の区分については、周波数、定格出力によって特性が異な

り、それらがエネルギー消費効率［％］に影響を与えるため、以下のとおり

区分する。 
 
（１）周波数による区分 
 日本の周波数は、東日本が５０Ｈｚ、

西日本が６０Ｈｚに分かれている。 
三相誘導電動機は、周波数に比例した

スピードで回転するため、５０Ｈｚで使

用する三相誘導電動機と６０Ｈｚで使

用する三相誘導電動機の回転するスピ

ード（回転速度）は異なる。 
また、出力Ｐ［Ｗ］は、電動機がトル

ク［Ｎｍ］で１秒間に n 回転していると

き、 
Ｐ［Ｗ］＝２・π・ｎ・Ｔ 

として計算されるため、例えば、回転速

度 n が異なった電動機で、同じ出力を出そうとした場合、トルクも異なる（表

１参照）。 
以上を踏まえ、周波数によって区分設定を行う。 
 

表１：３７ｋＷ ４極の三相誘導電動機の例 
電源周波数［Hz］ ５０ ６０ 
スピード［min-1］ 同期速度 １５００ １８００ 
トルク［Nm］ 定格トルク ２４２ ２０１ 

 
（２）定格出力による区分 
 三相誘導電動機は、電気エネルギーを機械エネルギーに変換する装置であり、

機械を動かすのに必要なエネルギーの指標として、三相誘導電動機の定格出力

［ｋＷ］は、ユーザーが三相誘導電動機を選択する際の基本指標である。 
 三相誘導電動機は、ポンプ、送風機、圧縮機等の機械装置に組み込まれて使

用される機械であるため、現行品との互換性のとれた体格にすることが求めら

れる。その結果、材料の使用量や冷却等の改善内容に限度が生じ、効率の改善

にも出力毎で限界が生じる。 
以上を踏まえ、定格出力によって区分設定を行う。 
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３．区分のまとめ 
１．及び２．の考え方に基づき、目標設定のための区分を表２のとおりと

する。 
表２：三相誘導電動機の区分 

区分 
周波数（定格周波数又は 

基底周波数 
定格出力 

１ 

６０Hz 

０．７５kW 以上０．９２５kW 未満

２ ０．９２５kW 以上１．８５kW 未満

３ １．８５kW 以上４．６kW 未満

４ ４．６kW 以上９．２５kW 未満

５ ９．２５kW 以上１３kW 未満

６ １３kW 以上１６．７５kW 未満

７ １６．７５kW 以上２６kW 未満

８ ２６kW 以上３３．５kW 未満

９ ３３．５kW 以上４１kW 未満

１０ ４１kW 以上５０kW 未満

１１ ５０kW 以上１００kW 未満

１２ １００kW 以上１３０kW 未満

１３ １３０kW 以上３７５kW 以下

１４ 

５０Hz 

０．７５kW

１５ １．１kW

１６ １．５kW

１７ ２．２kW

１８ ３kW

１９ ４kW

２０ ５．５kW

２１ ７．５kW

２２ １１kW

２３ １５kW

２４ １８．５kW

２５ ２２kW

２６ ３０kW

２７ ３７kW

２８ ４５kW

２９ ５５kW
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３０ ７５kW

３１ ９０kW

３２ １１０kW

３３ １３２kW

３４ １６０kW

３５ ２００～３７５kW

３６ その他

 
 

５０Hz 
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４．区分の補足 

  周波数及び定格出力で区分する方法は、ＩＥＣやＪＩＳとも整合を図って

いる（※ＩＥＣやＪＩＳではさらに極数での区分を行っているが、今回極数

による区分を行わなかった点については別添４の４．に示す。）。 

 そのＩＥＣやＪＩＳでは、いずれも、各定格出力毎に区分を設定し、そこ 

で規定する以外の定格出力における効率値については、以下のとおり、６０ 

Ｈｚ・５０Ｈｚでそれぞれ異なる取り扱いを行っている。 

 具体的には、６０Ｈｚでは、ＩＥＣやＪＩＳで規定する以外の定格出力の 

効率値が、その前後にある定格出力間の中間点以上か未満かで決まり、ある 

１点の定格出力から次の定格出力までの中間点までは一定の効率値を有する 

設定となっている。 

※例えば、規定する以外の定格出力が０．７５ｋＷと１．１ｋＷの間にある場合、 

０．７５ｋＷ以上０．９２５ｋＷ（０．７５ｋＷと１．１ｋＷの中間点）未満 

で一定の効率値を有する設定となっている。 

一方、５０Ｈｚでは、ＩＥＣやＪＩＳで規定する以外の定格出力の効率値 

が、式に代入することによって一義的に決まり、出力毎に異なっている。 

 以上の性質を考慮し、６０Ｈｚでは定格出力に幅を持たせた区分として設 
定し、５０Ｈｚでは、各定格出力毎の区分を設け、その区分に属さないもの 

については、その他として新たな区分を設定した。 

 

【参考 ＪＩＳ Ｃ ４０３４－３０：２０１１】 
６０Ｈｚ ５．４．１．２（抜粋） 

  規定する以外の定格出力値の６０Ｈｚの公称効率値は、次のように決定する。 

  一 二つの連続した出力定格間において、中間点以上の定格出力の公称効率は、二 

つの公称効率の高い方とする。 

   一 二つの連続した出力定格間において、中間点未満の定格出力の公称効率は、二 

つの公称効率の低い方とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

６０Ｈｚでのイメージ図 
中間点

定格出力
［kW］

効率
［％］

定格出力x 定格出力x’

２
x＋x’

= =

②中間点未満 ①中間点以上

y

y’
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【参考 ＪＩＳ Ｃ ４０３４－３０：２０１１】 
５０Ｈｚ ５．４．１．１（抜粋） 

    規定する以外の定格出力値（ＰＮ）の公称効率値は、式（１）を適用して計算する。 
η(効率)=A×(log10(PN/PC))

3＋B×(log10(PN/PC))
2＋C×log10(PN/PC)＋D・・・(1) 

      ここに、A、B、C及び D：補間係数 PC［kW］：1［kW］ 

 

IE ｺｰﾄﾞ 補間係数 2 極 4 極 6 極 

IE3 

A  0.3569  0.0773  0.1252 

B -3.3076 -1.8951 -2.6130 

C 11.6108  9.2984 11.9963 

D 82.2503 83.7025 80.4769 
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三相誘導電動機の目標基準値について 

 
１．基本的な考え方 

目標基準値の設定にあたっては、トップランナー方式の考え方に基づき、

目標基準値を設定する。 
具体的な考え方は、以下のとおり。 
① 目標基準値は、適切に定められた区分ごとに設定する。 
② 将来の技術進歩による効率の改善が見込めるものについては、極力その

改善を見込んだ目標基準値とする。 
③ 目標基準値は区分間で矛盾がないものとする。 

 
２．エネルギー消費効率向上のための具体的な技術 

三相誘導電動機の効率向上には、電気エネルギーを機械エネルギーに変換

する際に発生する損失をいかに低減させていくかが重要である。 
発生損失は、固定損（鉄損及び機械損）、負荷損（一次銅損及び二次銅損）、

漂遊負荷損に大別され、それらは密に関係し合うため、各損失をバランス良

く低減させていくことが必要となる。低減に向けた具体的な事例としては、

以下のとおり。 
（ａ）電磁鋼板の材料改善 
   鉄心を構成している電磁鋼板を、鉄損［Ｗ/kg］が少ない種類のものに改

善する。 
（ｂ）固定子側及び回転子側での改善 
  （ａ）によって、鉄損の低減は可能となるが、逆に磁束密度が低下し、

電動機内部の磁束が減少し、それを補う形で電流が増え、銅損や漂遊負

荷損等の増加につながるため、固定子側及び回転子側の改善も必要とな

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１：三相誘導電動機の構造図 

別添 ４ 

回転子

固定子

筐体

回転子

固定子

筐体

回転子

固定子

筐体

固定子

回転子

回転子鉄心

固定子鉄心
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 固定子側での改善例  
・導体断面積の増加：導体（コイル）をより多く納められるよう鉄心 
の形状を変える等 

・巻線端長さの短縮：巻線成形寸法を短縮し抵抗を小さくする等 
・巻線占有率の向上：鉄心スロット内のコイル量を増やす等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２：固定子の構造図 
 

 回転子側での改善例  
・導体断面積の増加：導体（かご部）の占有率を上げるよう鉄心の形 
状を変える、かご部のアルミの充填率を上げる等 

・回転子の溝絶縁処理、熱処理： 導体と鉄心間の絶縁性を高める等 

回転子鉄心

導体（かご部）：
銅（またはアルミ）  

図３：回転子の構造図 
 

３．具体的な目標基準値 
  三相誘導電動機の区分に従い、基準年度：２０１０年度における各定格出

力［ｋＷ］のエネルギー消費効率［％］の実測値（一般社団法人日本電機工

業会の会員企業７社が JIS C 4034-2-1 に規定する不確かさ“低”の試験方法

に基づき測定した値）からトップランナー値を求め、目標基準値の検討を行

固定子コア

絶縁紙

絶縁ワイヤコア

固定子コア

絶縁紙

絶縁ワイヤコア 絶縁ワイヤコア

固定子コア

絶縁ワイヤコア

固定子コア

固定子鉄心

鉄心
スロット

巻線導体
（コイル）
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った。 
我が国の現状としては、ＩＥ１が主流となっており、高効率の製品は極め

て少ない（参考１：三相誘導電動機の現状について（第１回委員会説明資料））。 
ここで、ＩＥ１～ＩＥ３及びトップランナー値を図に示すと、図４～図９

のとおりであった。また、これらの結果を、ＩＥ１、ＩＥ２及びＩＥ３の効

率値の比を用い、４極をベースとしてまとめると（２極を４極に換算、６極

を４極に換算すると）、図４～図６は図１０に、図７～図９は図１１に集約さ

れた。 
以上の結果と２．の技術的な改善を踏まえ、各国が三相誘導電動機に対し

て行う規制の中で、最も高い効率クラス（ＩＥ３）を目標基準値として設定

することとした（表１のとおり。備考１～備考４については、４．に詳細を

示す）。 
この結果、６０Ｈｚでは、トップランナー値から０．６％（ＩＥ１から６．

２％）、５０Ｈｚでは、トップランナー値から０．８％（ＩＥ１から８．８％）

の改善率が見込まれる。 
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図４：６０Ｈｚ（２極）での定格出力に対するエネルギー消費効率 
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図５：６０Ｈｚ（４極）での定格出力に対するエネルギー消費効率 
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図６：６０Ｈｚ（６極）での定格出力に対するエネルギー消費効率 

図７：５０Ｈｚ（２極）での定格出力に対するエネルギー消費効率 
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図８：５０Ｈｚ（４極）での定格出力に対するエネルギー消費効率 
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図９：５０Ｈｚ（６極）での定格出力に対するエネルギー消費効率 
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図１０：６０Ｈｚでの定格出力に対するエネルギー消費効率 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１１：５０Ｈｚでの定格出力に対するエネルギー消費効率 

 

80

82

84

86

88

90

92

94

96

0 50 100 150 200 250 300 350 400

効
率

値
（
％

）

出力（ｋＷ）

出力別効率値 （60Hz）

60Hz 4極 IE3

実測トップ値

60Hz 4極 IE1

実測トップ値（係数処理2極)

実測トップ値（係数処理6極）

80

82

84

86

88

90

92

94

96

0 50 100 150 200 250 300 350 400

効
率

値
（
％

）

出力（ｋＷ）

出力別効率値 （50Hz）

50Hz 4極 IE3

実測トップ値

50Hz 4極 IE1

実測トップ値（係数処理2極）

実測トップ値(係数処理6極）



 29

表１ 三相誘導電動機の基準エネルギー消費効率 

区分 
定格周波数又は 

基底周波数 
定格出力 

目標基準値

［％］

１ 

６０Hz 

０．７５kW 以上０．９２５kW 未満 ８５．５

２ ０．９２５kW 以上１．８５kW 未満 ８６．５

３ １．８５kW 以上４．６kW 未満 ８９．５

４ ４．６kW 以上９．２５kW 未満 ９１．７

５ ９．２５kW 以上１３kW 未満 ９２．４

６ １３kW 以上１６．７５kW 未満 ９３．０

７ １６．７５kW 以上２６kW 未満 ９３．６

８ ２６kW 以上３３．５kW 未満 ９４．１

９ ３３．５kW 以上４１kW 未満 ９４．５

１０ ４１kW 以上５０kW 未満 ９５．０

１１ ５０kW 以上１００kW 未満 ９５．４

１２ １００kW 以上１３０kW 未満 ９５．８

１３ １３０kW 以上３７５kW 以下 ９６．２

１４ 

５０Hz 

０．７５kW ８２．５

１５ １．１kW ８４．１

１６ １．５kW ８５．３

１７ ２．２kW ８６．７

１８ ３kW ８７．７

１９ ４kW ８８．６

２０ ５．５kW ８９．６

２１ ７．５kW ９０．４

２２ １１kW ９１．４

２３ １５kW ９２．１

２４ １８．５kW ９２．６

２５ ２２kW ９３．０

２６ ３０kW ９３．６

２７ ３７kW ９３．９

２８ ４５kW ９４．２

２９ ５５kW ９４．６

３０ ７５kW ９５．０

３１ ９０kW ９５．２

３２ １１０kW ９５．４
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３３ １３２kW ９５．６

３４ １６０kW ９５．８

３５ ２００～３７５kW ９６．０

３６ その他 備考２

 
 

５０Hz 
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備考１．測定して得られたエネルギー消費効率の値に、表２及び表３に掲げる 
係数 a～fをそれぞれ乗じ、小数点２桁目を四捨五入した数値で評価を 

行うものとする。 

    なお、表２に掲げる定格出力以外の出力の場合（６０Ｈｚ）、その出力 

の前後にある表２の定格出力間の中間点以上となるものについては、 

高い定格出力の係数 a～cを用いることし、中間点未満となるものにつ 

いては、低い定格出力の係数 a～cを用いることとする。 
 

表２ ６０Ｈｚにおける出力別係数    表３ ５０Ｈｚにおける出力別係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

２極 ４極 ６極

係数a 係数b 係数c

0.75 1.1104 1.0000 1.0364
1.1 1.0298 1.0000 0.9886
1.5 1.0117 1.0000 0.9774
2.2 1.0347 1.0000 1.0000
3.7 1.0113 1.0000 1.0000
5.5 1.0246 1.0000 1.0077
7.5 1.0166 1.0000 1.0077
11 1.0154 1.0000 1.0076
15 1.0220 1.0000 1.0142

18.5 1.0207 1.0000 1.0065
22 1.0207 1.0000 1.0065
30 1.0184 1.0000 1.0000
37 1.0161 1.0000 1.0043
45 1.0150 1.0000 1.0053
55 1.0192 1.0000 1.0095
75 1.0138 1.0000 1.0042
90 1.0042 1.0000 1.0042

110 1.0084 1.0000 1.0000
150 1.0084 1.0000 1.0042

185～375 1.0042 1.0000 1.0042

定格出力
［kW］

 ２極 ４極 ６極

係数d 係数e 係数f

0.75 1.0223 1.0000 1.0456
1.1 1.0169 1.0000 1.0383
1.5 1.0131 1.0000 1.0339
2.2 1.0093 1.0000 1.0285

3 1.0069 1.0000 1.0245
4 1.0057 1.0000 1.0207

5.5 1.0045 1.0000 1.0182
7.5 1.0033 1.0000 1.0146
11 1.0022 1.0000 1.0122
15 1.0022 1.0000 1.0099

18.5 1.0022 1.0000 1.0098
22 1.0032 1.0000 1.0087
30 1.0032 1.0000 1.0075
37 1.0021 1.0000 1.0064
45 1.0021 1.0000 1.0053
55 1.0032 1.0000 1.0053
75 1.0032 1.0000 1.0042
90 1.0021 1.0000 1.0032

110 1.0021 1.0000 1.0032
132 1.0021 1.0000 1.0021
160 1.0021 1.0000 1.0021

200～375 1.0021 1.0000 1.0021

定格出力
［kW］
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備考２． 表１に掲げる区分３６の目標基準値（η：％）は、次の式で算出され

た値とする。 

 

η＝ A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D 

         ここで、ＰＮ［kW］：定格出力 

         ＰＣ［kW］：１［kW］（ＰＮを無次元化するためのもの） 

Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤ：補間係数 

 

      

 

ただし、極数が２極及び６極のものについては、測定して得られた

エネルギー消費効率の値に、２極であれば係数 g を、６極であれば係

数 h を乗じて算出された値（小数点２桁目を四捨五入した数値）で評

価を行うものとする。 

 

                      

係数 g ＝  

 

          ここで、ＰＮ［kW］：定格出力 

         ＰＣ［kW］：１［kW］（ＰＮを無次元化するためのもの） 

Ａ’、Ｂ’、Ｃ’及びＤ’：補間係数 

 

 

 

 

係数 h ＝  

 

ここで、ＰＮ［kW］：定格出力 

         ＰＣ［kW］：１［kW］（ＰＮを無次元化するためのもの） 

Ａ”、Ｂ”、Ｃ”及びＤ”：補間係数 

 

A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D 

A’×(log10(PN/PC))
3＋B’×(log10(PN/PC))

2＋C’×log10(PN/PC)＋D’ 

A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D 

A”×(log10(PN/PC))
3＋B”×(log10(PN/PC))

2＋C”×log10(PN/PC)＋D” 

A B C D
0.0773 -1.8951 9.2984 83.7025

A' B' C' D'
0.3569 -3.3076 11.6108 82.2503

A" B" C" D"
0.1252 -2.6130 11.9963 80.4769
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備考３．３定格(６定格)を含み出荷する場合、200V/60Hz(400V/60Hz）について

は、測定して得られたエネルギー消費効率の値に、表４に掲げる係数

ｉ～ｋをそれぞれ乗じ、小数点２桁目を四捨五入した数値で評価を行

うものとする。 
なお、３定格と６定格の定義は以下のとおり。 
３定格：200V/50Hz、200V/60Hz、220V/60Hz、又は、 

    400V/50Hz、400V/60Hz、440V/60Hz 

６定格：200V/50Hz、200V/60Hz、220V/60Hz、400V/50Hz、400V/60Hz、

440V/60Hz 
 

表４ ３定格（６定格）における定格出力別係数 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

係数ｉ 係数ｊ 係数ｋ
0.75 1.1325 1.0130 1.0452
1.1 1.0485 1.0188 1.0023
1.5 1.0298 1.0188 0.9908
2.2 1.0468 1.0147 1.0170
3.7 1.0229 1.0147 1.0170
5.5 1.0362 1.0099 1.0246
7.5 1.0246 1.0099 1.0246
11 1.0244 1.0109 1.0221
15 1.0310 1.0142 1.0288

18.5 1.0286 1.0119 1.0207
22 1.0286 1.0119 1.0207
30 1.0262 1.0107 1.0107
37 1.0227 1.0107 1.0150
45 1.0215 1.0106 1.0128
55 1.0258 1.0032 1.0171
75 1.0192 1.0032 1.0117
90 1.0095 1.0032 1.0117

110 1.0138 1.0042 1.0074
150 1.0126 1.0042 1.0116

185～375 1.0084 1.0042 1.0116

４極 ６極２極定格出力
[kW]
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備考４．事業者毎の出荷台数において、備考３に掲げる３定格（６定格）を含 
み出荷する場合は、それぞれの定格毎の台数を求めるために、表５に 
掲げる台数比率を用いるものとする。算出にあたっては、小数点以下 
１桁目を四捨五入して整数値とし、端数の台数調整が生じる場合は、 
台数比率の最も高い定格で調整を行うこととする。 

 
表５ ３定格（６定格）における各電圧・周波数の台数比率 

定格電圧 220V
定格周波数 50Hz
台数比率 50% 30% 20%

200V
60Hz

 

定格電圧 440V
定格周波数 50Hz
台数比率 50% 30% 20%

400V
60Hz

 

定格電圧 220V 440V
定格周波数 50Hz 50Hz
台数比率 40% 25% 10% 10% 5% 10%

60Hz 60Hz
200V 400V
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４．目標基準値の設定に係る補正係数等について 
（１）極数による補正係数について（表１の備考１の考え方） 
  今回対象となる三相誘導電動機の極数は、２極、４極又は６極であるが、

表６のとおり、国内で普及する約１億台のうち、４極のものが約６５％を占

めている。 
  区分毎の目標基準値の設定においては、省エネルギーを最大限進める観点

から、区分の範囲は可能な限り広範囲で設定することが好ましいため、４極

をベースに（補正係数を１とする）、２極、６極のエネルギー消費効率の値に

それぞれ補正係数を設定することで、２極、４極及び６極を同じ区分で評価

を行うこととする。 
  補正係数の設定にあたっては、国際規格ＩＥＣ ６００３４―３０及び日本

工業規格ＪＩＳ Ｃ ４０３４－３０で規定されているＩＥ３の効率値の比率

を用いて表７及び表８のとおり算出した。 
表６：２極・４極・６極の国内普及台数及びその割合 

 ２極 ４極 ６極 合計 
台数［台］ 27,981,200 62,294,954 5,998,316 96,274,470 

割合［％］ 29.1 64.7 6.2 100 

※出典：エネルギー消費機器実態等調査事業報告書から抜粋して作成 
            （H22 年 資源エネルギー庁委託事業） 

 
表７：６０Ｈｚにおける定格出力別係数の算出根拠 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表７：５０Ｈｚにおける出力別係数の算出根拠 

2極［％］
4極／2極
（係数a）

4極［％］
4極／6極
（係数c）

6極［％］

0.75 77.0 1.1104 85.5 1.0364 82.5
1.1 84.0 1.0298 86.5 0.9886 87.5
1.5 85.5 1.0117 86.5 0.9774 88.5
2.2 86.5 1.0347 89.5 1.0000 89.5
3.7 88.5 1.0113 89.5 1.0000 89.5
5.5 89.5 1.0246 91.7 1.0077 91.0
7.5 90.2 1.0166 91.7 1.0077 91.0
11 91.0 1.0154 92.4 1.0076 91.7
15 91.0 1.0220 93.0 1.0142 91.7

18.5 91.7 1.0207 93.6 1.0065 93.0
22 91.7 1.0207 93.6 1.0065 93.0
30 92.4 1.0184 94.1 1.0000 94.1
37 93.0 1.0161 94.5 1.0043 94.1
45 93.6 1.0150 95.0 1.0053 94.5
55 93.6 1.0192 95.4 1.0095 94.5
75 94.1 1.0138 95.4 1.0042 95.0
90 95.0 1.0042 95.4 1.0042 95.0

110 95.0 1.0084 95.8 1.0000 95.8
150 95.4 1.0084 96.2 1.0042 95.8

185～375 95.8 1.0042 96.2 1.0042 95.8

定格出力
［kW］

【６０Ｈｚ】ＩＥ３効率値及び比率
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表８：５０Ｈｚにおける定格出力別係数の算出根拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜イメージ図＞ 

目標基準値

【２極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数a

【６極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数c

【４極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数b

【６０Ｈｚ】同区分

＝
1.0000

 

 

目標基準値

【２極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数d

【６極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数f

【５０Ｈｚ】同区分

【４極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数e
＝

1.0000

 

 

2極［％］
4極／2極
（係数d）

4極［％］
4極／6極
（係数f）

6極［％］

0.75 80.7 1.0223 82.5 1.0456 78.9
1.1 82.7 1.0169 84.1 1.0383 81.0
1.5 84.2 1.0131 85.3 1.0339 82.5
2.2 85.9 1.0093 86.7 1.0285 84.3

3 87.1 1.0069 87.7 1.0245 85.6
4 88.1 1.0057 88.6 1.0207 86.8

5.5 89.2 1.0045 89.6 1.0182 88.0
7.5 90.1 1.0033 90.4 1.0146 89.1
11 91.2 1.0022 91.4 1.0122 90.3
15 91.9 1.0022 92.1 1.0099 91.2

18.5 92.4 1.0022 92.6 1.0098 91.7
22 92.7 1.0032 93.0 1.0087 92.2
30 93.3 1.0032 93.6 1.0075 92.9
37 93.7 1.0021 93.9 1.0064 93.3
45 94.0 1.0021 94.2 1.0053 93.7
55 94.3 1.0032 94.6 1.0053 94.1
75 94.7 1.0032 95.0 1.0042 94.6
90 95.0 1.0021 95.2 1.0032 94.9

110 95.2 1.0021 95.4 1.0032 95.1
132 95.4 1.0021 95.6 1.0021 95.4
160 95.6 1.0021 95.8 1.0021 95.6

200～375 95.8 1.0021 96.0 1.0021 95.8

定格出力
［kW］

【５０Ｈｚ】ＩＥ３効率値及び比率
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（２）区分３６の考え方について（表１の備考２の考え方） 
  代表出力以外の定格出力における効率値［％］については、国際規格ＩＥ

Ｃ ６００３４―３０及び日本工業規格ＪＩＳ Ｃ ４０３４－３０で規定さ

れる手法によって算出することとする。 
  【参考 ＪＩＳ Ｃ ４０３４－３０：２０１１】 
  ５０Ｈｚ５．４．１．１（抜粋） 
    規定する以外の定格出力値（ＰＮ）の公称効率値は、式（１）を適用して計算する。 

η(効率)=A×(log10(PN/PC))
3＋B×(log10(PN/PC))

2＋C×log10(PN/PC)＋D・・・(1) 

      ここに、A、B、C及び D：補間係数 PC［kW］：1［kW］ 

IE ｺｰﾄﾞ 補間係数 2 極 4 極 6 極 

IE3 

A  0.3569  0.0773  0.1252 

B -3.3076 -1.8951 -2.6130 

C 11.6108  9.2984 11.9963 

D 82.2503 83.7025 80.4769 

    

上記枠囲み中の式（以下、「式１」という。）に、定格出力値及び４極の補

間係数（Ａ～Ｄ）を代入して「目標基準値α」を算出する。 

ここで、極数が４極の場合は、「目標基準値α」と「実際に測定して得られ

た効率値」との評価を行うことになるが、極数が２極及び６極の場合は、「目

標基準値α」と「実際に測定して得られた効率値に補正係数を乗じて算出さ

れた値」との評価を行うこととする。それぞれの補正係数（g及び h）につい

ては、次のとおりとする。 

２極 

係数 g＝ 

 

６極 

 係数 h＝ 

 

＜イメージ図＞ 

 

 
 
 
 
 
 

式(1)に定格出力及び４極の補間係数(A～D)を代入して得られた値 

式(1)に定格出力及び２極の補間係数(A～D)を代入して得られた値 

式(1)に定格出力及び４極の補間係数(A～D)を代入して得られた値 

式(1)に定格出力及び６極の補間係数(A～D)を代入して得られた値 

目標基準値：α

【４極】
実際に測定して
得られた効率値

【２極】
実際に測定して
得られた効率値

×係数g
【６極】

実際に測定して
得られた効率値

×係数h

【５０Ｈｚ】同区分
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（３）３定格(６定格)による補正係数について（表１の備考３の考え方） 

日本の周波数が、東日本で 50Hz、西日本で 60 Hz に分かれているため、国 

内共用の観点から、電動機及びそれを組み込む機械は、200(400)V /50Hz と 

200(400)V/60Hz の共用タイプが製造されている。その際、200(400)V/50Hz に 

対して 200(400)V/60Hz は、トルク特性等が低下し、同等の性能を出すことが 

難しいことから、200(400)V/50Hz により近い特性となる 220(440)V/60Hz を加 

えた３定格（200V/50Hz, 200V/60Hz, 220V/60Hz 又は 400V/50Hz, 400V/60Hz,  

440V/60Hz）や６定格（200V/50Hz, 200V/60Hz, 220V/60Hz, 400V/50Hz, 400V/ 

60Hz, 440V/60Hz）の三相誘導電動機が流通している。 

ここで、200V/60Hz(400V/60Hz)においても、220V/60Hz(440V/60Hz)と同等 

の効率値を求めた場合、電圧が下がることから損失が大きくなり、同等の効 

率値を満足させるためには、体格を大きくする等の対策が必要となり市場へ 

の影響が大きい。 

そこで、３定格(６定格)を含み出荷する三相誘導電動機に関して、200V/ 

60Hz(400V/60Hz)の効率値については、「実際に測定して得られた効率値に備 

考３．表４の補正係数を乗じた値」と表１の「目標基準値」との評価を行 

うこととした。 

具体的な補正係数 i、j、k（備考３．表４）の設定にあたっては、まず、国 

内市場で出荷されたＩＥ２対応の３定格の代表的な三相誘導電動機における 

220V/60Hzと200V/60Hzの比率（200V/60Hzのエネルギー消費効率を220V/60Hz 

のエネルギー消費効率で除した値）を算出した（ただし、200V/60Hz の効率値 

がＩＥ２の公称効率を下回る場合は、ＩＥ２／ＩＥ３の比率を採用した）。 

次に、その値にＩＥ３の２極・４極・６極における効率値を乗じることで、 

それぞれの補正効率値（次頁の表９のⅡ・Ⅲ・Ⅳ欄）を求めた。 

以上を踏まえ、３定格（６定格）による補正係数（i、j、k）は、６０Ｈｚ 

における目標基準値（表９のⅠ欄）を、補正効率値（表９のⅡ・Ⅲ・Ⅳ欄） 

でそれぞれ除したものとした。 
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表９：３定格(６定格)による定格出力別係数の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）備考３に掲げる３定格（６定格）で出荷する場合の出荷台数の考え方に 
ついて（表１の備考４の考え方） 

 ３定格又は６定格を有する三相誘導電動機は、１台当たり複数のエネルギー

消費効率を有している。 

一方、目標基準値の評価を行う際、別添５により測定したエネルギー消費効

率を、備考１～４（P31～P34）について留意した上で、区分毎に事業者毎の出

荷台数で加重平均した値が、目標基準値を下回らないことを求めており、三相

誘導電動機の出荷台数からそれぞれの定格毎の台数を割り出すことが必要とな

る。 

 そこで、平成２２年に実施した委託事業で得られた、エンドユーザーへの使

用実態調査の結果から表１０のとおり台数比率を求め、これを用いて定格毎の

出荷台数を算出することとした。 
表１０ ３定格（６定格）における各電圧・周波数の台数比率 

 
 

定格電圧 220V 440V
定格周波数 50Hz 50Hz
台数比率 40% 25% 10% 10% 5% 10%

60Hz 60Hz
200V 400V

定格電圧 440V
定格周波数 50Hz
台数比率 50% 30% 20%

400V
60Hz

定格電圧 220V
定格周波数 50Hz
台数比率 50% 30% 20%

200V
60Hz

[kW]
【６０Ｈｚ】

目標基準値
：Ⅰ［％］

補正
効率値

：Ⅱ［％］

係数 ｉ
(=Ⅰ/Ⅱ)

補正
効率値

：Ⅲ［％］

係数 ｊ
(=Ⅰ/Ⅲ)

補正
効率値

：Ⅳ［％］

係数 ｋ
(=Ⅰ/Ⅳ)

0.75 85.5 75.5 1.1325 84.4 1.0130 81.8 1.0452
1.1 86.5 82.5 1.0485 84.9 1.0188 86.3 1.0023
1.5 86.5 84.0 1.0298 84.9 1.0188 87.3 0.9908
2.2 89.5 85.5 1.0468 88.2 1.0147 88.0 1.0170
3.7 89.5 87.5 1.0229 88.2 1.0147 88.0 1.0170
5.5 91.7 88.5 1.0362 90.8 1.0099 89.5 1.0246
7.5 91.7 89.5 1.0246 90.8 1.0099 89.5 1.0246
11 92.4 90.2 1.0244 91.4 1.0109 90.4 1.0221
15 93.0 90.2 1.0310 91.7 1.0142 90.4 1.0288

18.5 93.6 91.0 1.0286 92.5 1.0119 91.7 1.0207
22 93.6 91.0 1.0286 92.5 1.0119 91.7 1.0207
30 94.1 91.7 1.0262 93.1 1.0107 93.1 1.0107
37 94.5 92.4 1.0227 93.5 1.0107 93.1 1.0150
45 95.0 93.0 1.0215 94.0 1.0106 93.8 1.0128
55 95.4 93.0 1.0258 95.1 1.0032 93.8 1.0171
75 95.4 93.6 1.0192 95.1 1.0032 94.3 1.0117
90 95.4 94.5 1.0095 95.1 1.0032 94.3 1.0117

110 95.8 94.5 1.0138 95.4 1.0042 95.1 1.0074
150 96.2 95.0 1.0126 95.8 1.0042 95.1 1.0116

185～375 96.2 95.4 1.0084 95.8 1.0042 95.1 1.0116

２極 ４極 ６極定格出力
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三相誘導電動機のエネルギー消費効率及びその測定方法について 
 

 

１． 基本的な考え方 

 

三相誘導電動機のエネルギー消費効率及びその測定方法に関しては、日

本工業規格 JIS C 4034-2-1「回転電気機械－第 2-1 部：単一速度三相かご

形誘導電動機の損失及び効率の算定方法」（以下、JIS C 4034-2-1）に規定

する方法により求めた効率を採用することとする。 

 

 

２． 具体的なエネルギー消費効率及びその測定方法 

 

(１) エネルギー消費効率について 

 

三相誘導電動機のエネルギー消費効率は、入力（Ｗ）に対する出力（Ｗ）

の比（％）とし、定格負荷温度試験[6.4.4.1]に従った定格負荷試験からの

入力Ｐ１（Ｗ）と全損失ＰＴ（Ｗ）より次の式を用いて算出する。 

 

効率（％） ＝ （Ｐ１－ＰＴ）／Ｐ１×１００ 

 

ここで、全損失ＰＴは、固定損[8.2.2.3]、負荷損[8.2.2.4.1(負荷試験に

よる負荷損の算定方法)]及び漂遊負荷損[8.2.2.5.1(トルク測定を行う負荷

試験による漂遊負荷損の算定方法)]の和として求める。 

※[ ]内の番号は、JIS C 4034-2-1 の箇条番号に基づくものとする。 

 

(２) エネルギー消費効率の測定方法について 

 

三相誘導電動機の測定方法は、商用電源において JIS C 4034-2-1 に規定

する不確かさ“低”の試験方法によるものとする。 

   ただし、日本工業規格 JIS C 4034-30「回転電気機械－第 30 部：単一速 

  度三相かご形誘導電動機の効率クラス（IE コード）」の 5.1.3 で規定する補 

  助装置が付いた電動機の効率試験は、補助装置が電動機の構造に必須の部   

  分でない限り、補助装置を取り付けない状態で行う。また、インバータ駆  

  動専用に作られた電動機については、インバータで駆動させず、商用電源 

で測定を行う。 

別添 ５ 
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総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 

三相誘導電動機判断基準小委員会開催経緯 

 

 

 第１回小委員会（平成２３年１２月１３日） 

  ・三相誘導電動機判断基準小委員会の公開について 

  ・三相誘導電動機の現状について 

  ・三相誘導電動機の適用範囲について 

  ・三相誘導電動機のエネルギー消費効率及び測定方法について 

  ・その他 

 

第２回小委員会（平成２５年１月２８日） 

  ・三相誘導電動機の目標設定のための区分について 

  ・三相誘導電動機の目標年度及び目標基準値について 

  ・中間とりまとめについて 

  ・その他 

別添 ６ 
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総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 

三相誘導電動機判断基準小委員会委員名簿 

 

 

 

委員長 横山 隆一  早稲田大学理工学術院環境・エネルギー研究科 教授 

 

委 員 丑久保 雅之 一般社団法人日本工作機械工業会 技術部 課長 

 

小俣 剛   一般社団法人日本電機工業会 高効率モーター普及 

                                                          委員会委員長 

 

吉良 雅治  一般社団法人日本産業機械工業会 産業機械第一部長  

                     兼 技術部部長 

 

佐川 秀俊  一般社団法人日本冷凍空調工業会 技術部参事 

 

千葉 明   国立大学法人東京工業大学大学院理工学研究科 教授 

 

鶴崎 敬大  株式会社住環境計画研究所 研究主幹  

 

判治 洋一  財団法人省エネルギーセンター 特別参与 

 

安岡 康一  国立大学法人東京工業大学大学院理工学研究科 教授 

 

吉宮 弘志  株式会社日建設計監理部門シニアエキスパート 技師長 

 

 

別添 ７ 


